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1. はじめに

日本では，地域包括ケアシステムをより一層推進するた
め，医療と介護が一体的に提供できる体制の構築が望まれ
る。第4期医療費適正化計画（厚生労働省，2023）では，
複合的なニーズを有する高齢者への医療・介護の効果的・
効率的な提供が新たな目標に加えられた。医療介護従事者
それぞれが高い専門性を発揮しつつ業務を分担して協働す
ることは，高齢者が安心して暮らせる社会を実現するため
に欠かせないものになっている。

また，医療費の適正化と患者のQOL（生活の質）向上

を目的とした在院日数の短縮化が進んでいる。短縮化によ
って生じる患者・家族の不安への配慮や退院後のサポート
体制という点において，介護老人保健施設で働く介護職・
看護職の果たす役割は大きい。

介護老人保健施設の介護職と看護職は，1987年の老人保
健法改正によって創設された当初から，二職種で協働して
利用者へケアを提供している。その協働は「介護老人保健
施設の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準」によ
って定められ，介護職は5/7，看護職は2/7の構成割合で
協働している。他方，介護職と看護職の役割分担や業務区
分といった協働の仕組みについては法的に定められたもの
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介護老人保健施設の介護職と看護職の協働を測定する尺度の信頼性と因子妥当性を検証することを目的とした。31の介
護老人保健施設に勤務する介護職と看護職492名を対象に自記式質問紙調査を実施し，個人属性・特性（年齢，性別，職
種，就業形態，職位）と施設特性，協働実践尺度をたずねた。調査協力の同意が得られた392名から調査票が返送された

（回収率79.7％）。このうち職種の回答に欠損のあった3名を除外し389名（介護職209名，看護職180名，有効回答率79.1％）
を分析対象とした。尺度の修正済み項目合計相関は0.62～0.77の範囲にあり，尺度全体の Cronbachの α係数は0.91であっ
た。サブスケールでは，「協調性」はα＝0.84，「自己主張性」はα＝0.88であった。また，共分散構造分析の結果，修正指
数にもとづいて誤差共分散を修正したモデルの CFI は 0.97，RMSEA は0.08であった。これらの結果から，介護老人保
健施設の介護職と看護職の協働実践尺度（誤差共分散修正モデル）の信頼性と因子妥当性が認められた。

The purpose of this study was to test the reliability and factor validity of a scale measuring the collaboration between care 
workers and nurses in geriatric health services facility. We conducted a self-administered questionnaire survey among 492 care 
workers and nurses working at 31 geriatric health services facilities. The survey included questions on basic attributes and 
characteristics (age, gender, job title, employment status, and position), facility characteristics, and collaboration policy scale. 
Responses were received from 392 individuals (response rate: 79.7%). The analysis included 389 respondents (209 care workers 
and 180 nurses, effective response rate: 79.1%), excluding 3 whose answers were lacking in their job categories. The total 
corrected item correlations for the scale ranged from 0.62 to 0.77, and the Cronbach α coefficient for the scale as a whole was 
0.91.The α for each subscale was α = 0.84 for “cooperativeness” and α = 0.88 for “assertiveness”. Covariance structure analysis 
showed that the CFI of the model with the error covariance corrected based on the corrected index was 0.97 and the RMSEA was 
0.08. These results confirmed the reliability and factor validity of the Collaborative Practice Scale (modified error variance 
model) between care workers and nurses in Geriatric Health Services Facilities.
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はなく，施設によって異なっている。
協働の定義には様々なものがある。協働は，静的な過程

ではなく，社会の変化するニーズに合致するように継続的
に変化している（堀田，1998）ためであると考えられる。
中村ら（2010）は協働を，複数の人間の関係性や関わり
を問題とする概念であるとし，職場での関係性のレベルに
よって「対人間」「グループ内」「グループ間」「組織内」

「組織間」の5つに分類している。個人が他者とともに働く
という意味では「対人間」「グループ内」の協働，組織が
サービスを提供するために共に働くという意味では「グル
ープ間」「組織内」あるいは「組織間」の協働を指す（中
村ら，2010）。

医療分野の協働に関する先行研究では，グループ間の協
働にあたる医師と看護職との協働を検討したものが多くみ
られる。Weiss et al（1985）は，ThomasとSchmidt（1976）
らの葛藤管理の理論，すなわち，対人関係の問題解決状況
において，回避，融和，妥協，競争，協調の5 つの異なる
モードのいずれかを用い，個人が問題解決中に積極的に自
己主張する度合いと，協力的である度合いの二次元にそっ
て各個人の問題解決状況が位置づけられるとする理論を背
景として，協働を次のように定義している。協働とは，

「自己主張性と協調性の両方が高度に備わっており，相手
の関心事に完全に屈服したり，他人を顧みずに自分の関心
事を満たそうとしたり，重要な関心事の一部を妥協したり
するような態様とは対照的なもの」（Weiss & Davis,1985, 
p.299）である。この定義にしたがって医師看護師間の協
働を測定する尺度が開発され，信頼性と妥当性が検証され
ている。

Baggs（1994）は，医師と看護師に協働が必要とされる
理論的背景として，Thompson（1967/2003）の提唱した
複雑な組織のマネジメント方式として用いられる相互依存
関係の協調的アプローチを示した。複雑な組織は動的で予
測不可能であり，医師と看護師の働く環境も同様であると
し，組織的支援が協働に与える影響を考慮する必要性を指
摘している（Baggs，1998）。

医師と看護師の協働により患者満足度の向上，有害事象
の減少，患者ケアの質の向上といった患者への効果ととも
に，医師・看護師両職種の職務満足度の向上・生産性の向
上，仕事ストレスの減少といった効果があることが明らか
にされている（Corser，1998）。その一方で，仕事ストレ
スの増長，協働に伴う新たな責任による負担といった協働
することによって生じる負の影響も明らかにされている

（Corser，1998）。
医師・看護師間の協働のみならず，看護師間の協働，医

療提供者と患者家族間の協働，多職種チームのメンバー間
の協働が着目され，それらの協働と医師・看護師間の協働
との異同や，医師・看護師間の協働で得られた知見の応用
可能性について検討する必要がある（Baggs，1998）。

医師・看護職間以外の，他の職種のあるいは他の職種も
含めた協働に関する先行研究には，協働に関連する要因に

関する研究，協働の効果に関する研究，協働の状況を評価
する尺度に関する研究がある。協働に関連する要因を検討
した研究には，養護教諭と保健師との協働的実践には，職
場風土と養護教諭の自己効力感が関連していること（河田
ら，2022），社会福祉士と主任介護支援専門員の多職種連
携にはチームワークが関連していること（河野，2019）が
明らかにされている。協働の効果に関する先行研究では，
看護師・ケアマネジャー・介護職の協働は，ナーシング・
ホームの終末期ケア量を増加させること（Nishiguchi et 
al.,2021）， 精神障害者社会復帰施設職員において協働関係
の悪さは，職務満足と援助の質を低下させること（小澤，
2001）が明らかにされている。

協働の状況を評価する尺度には，医師・看護師・ソーシ
ャルワーカー・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の多
職種連携を評価する尺度（藤井・斎藤，2018） ，特別養護
老人ホームで介護職と見取りを連携して行う看護職の連携
実践自己評価尺度（山内，2016），在宅ケアを提供する医
師・看護職・薬剤師・介護支援専門員・訪問介護従事者の
多職種連携を評価する尺度（藤田ら，2015）等がある。協
働の状況は，異なる機関で働く専門職間の協働か，同じ機
関で働く専門職間の協働かによって状況が異なる（藤井・
斎藤，2018）ため，既存の尺度を用いた測定が適さない場
合もあり，状況に応じて評価するための尺度が作成されて
きている。

介護老人保健施設の介護職と看護職の協働は，同一組織
で働くグループ間の協働で，さらに組織内の同一の職場で
働くという点で医師看護師間，あるいは他の職種との協働
と異なる。また介護職と看護職ともに利用者にケアを提供
するという点で職務の重なりがあり，その他の職種間の協
働とは異なっている。したがって，既存の尺度では介護老
人保健施設の介護職と看護職の協働の状況を把握すること
が十分には行えない。

介護老人保健施設の介護職と看護職の協働の測定が可能
になれば，個人で把握するとともに，職種間あるいは組織
と共有し，協働の状況を評価・検討することができ，介護
職と看護職の仕事への効果と利用者へのケア提供に有益な
効果がもたらされる可能性がある。

そこで，本研究は介護老人保健施設の介護職と看護職の
協働実践尺度の信頼性と因子妥当性を検証することを目的
とする。

2. 研究方法

2.1  対象と方法
研究デザインは横断研究で，2022年6月から7月に無記名

自記式質問紙調査を実施した。
A県に所在する全介護老人保健施設195施設に調査票と

説明書，同意書の郵送の可否を電話で尋ねた上で，承諾の
得られた施設に研究協力の可否を検討する資料として調査
票，説明書，同意書，切手を貼った返信用封筒を郵送し
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ル適合度の比較を行った。適合度はChisquare / degree of 
freedom（χ2/DF），comparative fit index（以下，CFI），
root mean square error of approximation（ 以下，
RMSEA），Akaike information criterion（以下，AIC）を
使用し，モデル比較においてはχ2/DF，CFI，RMSEA，
AICを用いて評価した。χ2/DF はχ2値を自由度で割った値
で，モデルの適合度を考えるときには小さな値ほど望ましい
とされる（小塩，2014）。CFI は0.0から1.0の範囲をとり，1.0
に近いほどよいとされ，RMSEA は0.05 未満であれば当ては
まりがよく，0.1以上のモデルは当てはまりが悪いと判断し，
AIC は複数のモデルを設定した時にこの値が小さいモデルほ
どよいとされている（小塩，2014; 豊田，1998）。有意水準は
5%とした。モデルの改良には，目安を得るために修正指数
を参照し理論的に解釈可能な誤差間に共分散を設定すること
とした。

なお，一連の分析にはSPSS Statistics Base Ver.28 for 
Windowsを用い，確証的因子分析にはAmos Ver.24 for 
Windowsを使用した。

2.4  倫理的配慮
所属施設の倫理審査委員会の承認（承認番号2021-2）を

得て実施した。同意の得られた施設から申告してもらった
回答可能人数に対応した数の質問紙，説明書，返信用封筒
を施設宛てに一括送付し，説明書に①研究参加への同意は
調査票の回答および郵送をもって確認されたものとするこ
と，②質問紙を返送した後に調査への同意を撤回すること
はできないこと，③この研究への協力は自由意思であり，
協力しない場合にも不利益を被ることはないこと，④得ら
れた情報は研究以外の目的で使用しないこと，⑤個人情報
は匿名化すること，ただし施設と職員を一致させるため，
施設にID番号を付し，質問紙に該当するID番号を記載す
ること，⑥研究に関する情報公開の方法，⑦情報の保護及
び廃棄の方法，⑧研究の資金源等，研究機関の研究に係る
利益相反及び個人の収益等，研究者等の研究に係る利益相
反に関する状況，⑨研究対象者等及びその関係者からの相
談等への対応を記載した。

本研究において開示すべき COI はない。

3. 結果

3.1  対象者の属性，施設属性・特性
492名に調査票を配布し392名から回答を得た（回収率

79.7％）。このうち職種の回答に欠損のあった3名を除外し
389名（介護職209名，看護職180名）を分析対象とした

（有効回答率79.1％）。
対象者の属性を表1に，施設属性・特性を表2に示した。

　	 　	 　	 　	

た。調査票の送付，回答者への調査票の配布に関して，施
設の代表者が同意する施設に同意書を返送してもらい，同
意が得られた31施設を対象施設とした。この31施設に回
答可能人数を申告してもらい，492名を調査対象とした。
回答可能人数分の質問紙，説明書，返信用封筒を施設宛て
に一括送付し，郵送法で個別に回収した。

2.2  分析に用いた変数
2.2.1  介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度

Weiss et al（1985）の協働の定義「自己主張性と協調性
の両方が高度に備わっており，相手の関心事に完全に屈服
したり，他人を顧みずに自分の関心事を満たそうとした
り，重要な関心事の一部を妥協したりするような態様とは
対照的なもの」にしたがって，協働を自己主張性と協調性
の二因子で構成した。先行研究（Baggs，1994; 宇城・中
山，2006; 小味ら，2010; 石引ら，2013）を参考にして質
問項目を作成した。さらに研究者との討議により内容や表
現を検討し，最終的に『自己主張性』として「利用者の急
変等で通常通り業務が行えない時には，自分がどう動けば
全体にとってよいかを考え行動する」などの6項目で構成
し，『協調性』として「利用者のケアに関することは，介
護職と看護職とで責任を持って行う」などの4項目，計10
項目を作成した。回答は「1：まったくない」「2：ほとん
どない」「3：ときどきあった」「4：しばしばあった」

「5：いつもそうだった」の5段階のリッカートスケールと
した。すなわち，この尺度の合計得点が高いほど，介護老
人保健施設の介護職と看護職とが相互に関心事を尊重し合
いそれを満たしたり，重要な関心事についてはお互いに妥
協せずに取り組んでいる実践頻度が高いことを意味してい
る。また，自己主張性の下位尺度得点が高いほど，重要な
関心事について妥協せずに取り組んでいる実践頻度が高い
ことを意味している。協調性の下位尺度得点が高いほど，
重要な関心事について尊重し合い満たそうとする実践頻度
が高いことを意味している。

2.2.2  個人属性・特性
性別，年齢，職種，就業形態，職位を尋ねた。

2.2.3  施設特性
地域，入所者定員，開設主体，ユニット型の有無，報酬

体系を尋ねた。

2.3  分析方法
各変数の基本統計量を算出したうえで，介護老人保健施

設の介護職と看護職の協働実践尺度の信頼性分析を行っ
た。信頼性分析は，修正済み項目合計相関と項目が削除さ
れた場合のα係数を算出することにより検討した。

次に，介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺
度の因子妥当性の検討を行うために，確証的因子分析を行
った。協働実践尺度を尺度作成時の1次2因子と仮定してモデ
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職種の割合は，介護職が53.7％，看護職が46.3％であっ
た。平均年齢は介護職42.0（10.8）歳，看護職48.6（11.5）
歳で有意な差があった。性別では介護職は女性が63.6％，
看護職は女性が93.8％で有意な差があった。雇用形態，職
位では有意差はなかった。

本調査対象施設は，入所者定員100人未満の施設が45.2
％，100人以上の施設が54.8％であった。開設主体は医療
法人・社会医療法人が83.9％と最も多かった。

3.2  信頼性の検討
介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度の各

10項目について平均値と標準偏差を算出し得点分布を確認
したところ，天井効果やフロア効果は認められなかった。
そのため項目を除外せず，すべての質問項目を分析対象と
した。

信頼性の検討のため，内的一貫性を表すCronbachのα係
数（以下，αとのみ記す）を求めた。10項目合計では α＝
0.91で十分な信頼性があることが示された。サブスケール
ごとのαは，「協調性」はα＝0.84，「自己主張性」はα＝0.88
であった。各項目の修正済み項目合計相関は0.62～0.74
で，項目間で十分な相関が認められた。項目が削除された
場合のCronbachのαはいずれも尺度全体のα＝0.91より低
い値であった。以上により，本尺度の信頼性が確認され
た。表3に信頼性分析結果を示した。

		
3.3  因子妥当性の検討

介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度が尺
度作成時と同じ2因子構造であることを確認するために確
証的因子分析を行った。適合度指標はχ2/DF＝8.34，CFI
＝0.89，RMSEA＝0.14，AIC＝345.42であった。そこで，
修正指数をもとに項目1と2，項目8と9，項目8と10，項目
9と10の誤差間に共分散を設定するモデル（誤差共分散修
正モデル）を作成してモデルの改良を行った。次に修正の
ないモデルと誤差共分散修正モデルの確証的因子分析を行
い，モデルの適合度を比較した（表4）。

誤差共分散修正モデルではχ2/DF＝3.26，CFI＝0.97，
RMSEA＝0.08，AIC＝167.67と，修正のないモデルよりも
データに適合した値が得られたことから誤差共分散修正モ
デルを採択した。図1に最終的なパスモデルとパス係数を
示した。

4. 考察

4.1  対象者の特性
対象は，介護職と看護職の比率がほぼ等しく，両職種の

意見を加味することができた。本研究の対象は，財団法人
介護労働安定センターによる令和4年度の介護労働実態調
査（介護労働安定センター，2022）による全国平均と比較
して，介護職の男性の割合がやや多く，平均年齢のやや低
い集団であった。

表 1　職種別にみた分析対象者の属性

表 2　施設属性・特性
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4.2  介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践
       尺度の信頼性と因子妥当性

介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度は尺
度全体ではα＝0.91，下位尺度では「協調性」4項目はα＝
0.84，「自己主張性」6項目はα＝0.88であった。したがっ
て，尺度全体および下位尺度においても，内的一貫性が保
たれていることが確認された。

介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度の確
証的因子分析の結果，項目1と項目2，項目8と項目9，項
目8と項目10，項目9と項目10の各誤差間に相関を設定し
た修正モデルが採択された。誤差間に相関を引いた項目1

「利用者のケア方針を決定する時には，他の職種と互いに
合意できるまで話し合う」と項目2「他の職種と，利用者
のケアのことについてコミュニケーションをとる」は，と

対象施設の開設主体は医療法人・社会医療法人が83.9％
と最も多く，令和4年度介護サービス施設・事業所調査の
概況（厚生労働省，2024）と比較して，医療法人・社会医
療法人の割合がやや多い傾向にあった。

表 3　介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度

表 4　介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度
の各モデルの適合度比較

図 1　介護老人保健施設の介護職と看護職の協働実践尺度の確証的因子分析結果
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もに「ケア」について他の職種と意思を伝え合うことを
尋ねており，文言と内容に重なりがある。また，項目8「他
の職種が忙しい時には，自分が代わりに担える役割がない
か探して行う」，項目9「利用者の急変等で通常通り業務が
行えない時には，自分がどう動けば全体にとってよいかを
考え行動する」，項目10「仕事上で誰かが困っている時に
は，他の職種であっても声をかけ解決策を一緒に考える」
は，いずれも他者や周囲の状況への細やかな配慮と気づき
に基づいた主体的な判断と行動を問う項目となっている。
意味内容が重複していることから誤差間に相関を設定した。

誤差共分散修正モデルではχ2/DF＝3.26，CFI＝0.97，
RMSEA＝0.08，AIC＝167.67で，修正のないモデルよりも
データに適合した値であった。CFIの値は当てはまりがよ
いとされる0.95以上であった。RMSEAの値は当てはまり
がよいとされる0.05未満を満たさなかったものの，許容で
きる範囲内（0.1未満）にあった。以上により，協働実践
尺度は尺度作成時に設定した1次2因子構造であることが概
ね認められた。

　
4.3  研究の限界と今後の課題

本研究は一地域に所在する施設を対象とした調査であっ
たことから，日本の介護老人保健施設を代表したサンプル
に基づく調査結果であるとは言い難い。さらに地域性を考
慮して調査対象を拡大し，結果の一般化に向けて検証して
いく必要がある。また，信頼性・妥当性の検討が限定的で
あることがあげられる。再検査法による信頼性の検証や，
構成概念妥当性の検証など更なる検討をしていくことが今
後の課題である。

5. 結論

介護老人保健施設の介護職と看護職を対象にした自記式
質問紙調査の結果，介護老人保健施設の介護職と看護職の
協働実践尺度（誤差共分散修正モデル）の信頼性，因子妥
当性が確認された。
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